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いざなぎ景気超えに対する企業の意識調査 
 

2006年11月7日 
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                                       http：//www.tdb.co.jp/ 
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「いざなぎ景気」超えについて

実感がある
（3.7％、367社）

実感がない
（77.4％、7,584社）

※

注1：※は「分からない」企業（18.9％、1,848社）

注2：母数は有効回答企業9,799社

◇「いざなぎ景気」超えの実感の有無

※網掛けは、全体平均以上を表す

17.8 （ 1,325 ）

22.4 （ 523 ）

分からない 合計実感がある

大企業 4.4 （ 103 100.0 （ 2,339 ）

中小企業 3.5 （ 26478.7 （ 5,871 ） 100.0 （ 7,460 ）

）

実感がない

73.2 （ 1,713 ） ）

）

） 1.0 （ 5北海道 86.6 （ 432 12.4 （ 62 ） 100.0 （ 499 ）

東北 84.1 （ 506 ） 1.7 （ 10 ） 14.3 （ 86 ） 100.0 （ 602 ）

北関東 80.0 （ 465 ） 3.8 （ 22 ） 16.2 （ 94 ） 100.0 （ 581 ）

南関東 74.0 （ 2,578 ） 4.9 （ 169 ） 21.1 （ 736 ） 100.0 （ 3,483 ）

北陸 75.2 （ 348 ） 4.8 （ 22 ） 20.1 （ 93 ） 100.0 （ 463 ）

東海 75.0 （ 698 ） 2.9 （ 27 ） 22.1 （ 206 ） 100.0 （ 931 ）

近畿 77.8 （ 1,181 ） 4.3 （ 66 ） 17.9 （ 271 ） 100.0 （ 1,518 ）

中国 80.6 （ 528 ） 2.3 （ 15 ） 17.1 （ 112 ） 100.0 （ 655 ）

四国 78.5 （ 245 ） 3.8 （ 12 ） 17.6 （ 55 ） 100.0 （ 312 ）

九州 79.9 （ 603 ） 2.5 （ 19 ） 17.6 （ 133 ） 100.0 （ 755 ）

全体 77.4 （ 7,584 ） 3.7 （ 367 ） 18.9 （ 1,848 ） 100.0 （ 9,799 ）

 

 
8割が「いざなぎ景気」超えの実感なし 

～ 実感を持てない要因として、4割超が「業績改善の遅れ」を指摘 ～ 

政府は 2006 年 10 月の月例経済報告で、基調判断を「景気は回復している」と据

え置いた。また、先行きについても「内需に支えられた回復が続く」としており、

2006 年11 月には「いざなぎ景気」（57 カ月、1965 年11 月～1970 年 7 月）を超え、

戦後最長の回復期間となることが確実視されている。 
しかし、規模や地域別、業界別にみると景気回復はまだら模様で、格差の拡大も

指摘されている。 
そこで帝国データバンクでは、「いざなぎ景気」超えに対する企業の意識について

調査を実施した。調査期間は 2006 年 10 月 23 日～31 日。調査対象は全国 2 万 72
社で、有効回答企業数は9,799社（回答率48.8％）。 
 
企業の 77.4％が「いざなぎ景気」超えの実感がないと回答 

今回の景気回復局面がいざなぎ景気を超えることについて、「実感がない」と回答

した企業は9,799社中7,584社、全体の77.4％を占めた。 
企業からは、「回復は一部の大手

業だけ」（食料品製造、長崎県）、「地

域格差や企業格差は年々進んでおり

これからまだまだ広がっていく」（

備機器卸売、福島県）など格差を指

する声が多数聞かれた。 
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規模別でみると、「実感がない」

業の割合は中小企業が 7 .7％と大

業（73.2％）を 5.5 ポイント上回

た。また、地域別では景況感の改

が遅れている『北海道』が 86.6％

最も高く、最も低い『南関東』（74.0％）を12.6ポイント上回った。 
 

一方、「実感がある」企業（3.7％、367 社）からも「格差が拡大している点が過

去の回復と最も異なる」（情報サービス、東京都）との指摘があった。 
景気回復は、依然として全体的な底上げには至っていない。「回復の見込みが立

たない」（建築工事、香川県）、「おきざり景気」（音響機器製造、東京都）との声も

挙がっており、格差の進行に歯止めがかからないなか、今後も回復の実感を得るに

は困難な状況が続くものと思われる。 
 



 

 ©TEIKOKU DATABANK,LTD.2006                        2                    TDB 景気動向調査／2006 年 10 月 

報道目的以外の利用につきましては、著

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

税金・社会保険料
　　　　　　　負担の増加

内部留保

借り入れ返済

設備投資

株主配当

（51.9％、1,119社）

（38.6％、833社）

（32.7％、706社）

（16.3％、352社）

（10.3％、223社）

（％）注1：「その他」は11.2％（241社）
注2：母数は、「従業員の賃金の改善が進んでいない」と回答した2,156社

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

税金・社会保険料
　　　　　　　負担の増加

年金制度への不安

景気の腰折れ懸念

雇用への不安

先行き見込まれる
　　　消費税率の上昇

（68.7％、1,321社）

（51.0％、980社）

（36.8％、707社）

（34.4％、662社）

（25.0％、480社）

（％）注1：「その他」は6.7％（129社）
注2：母数は、「個人消費の改善が進んでいない」と回答した1,922社

（17.7％、340社）金利の上昇懸念
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従業員の賃金の改善が進んでいない理由（複数回答）

個人消費の改善が進んでいない理由（複数回答）

いざなぎ超えの実感が持てない要因は「業績改善の遅れ」が最多の 42.0％ 

と

こ

 
企業業績の改善が進んでいない理由としては、「競争激化」が 3,185 社中 2,327

社

る一方、原油価格の高騰で燃料費は高

騰

して「所得」（従業員の賃金の

改

績の 消費の拡大や景気の力強い

回

いざなぎ景気超えの「実感がない」企業（7,584 社）に対し、その要因を尋ねた

ろ、景気循環のなかで「企業業績」（企業業績の改善が進んでいない）との回答が

7,584社中3,185社、42.0％と最も多かった。 
 

いざなぎ景気超えの実感が持て 
 
 
 
 
 
 
 
 

（複数回答、以下同）、構成比 73.1％を占めた。このほか、「仕入れ価格の上昇」

（50.2％、1,598 社）や「公共投資の減少」（36.7％、1,168 社）、「デフレの継続」

（26.9％、857社）などで割合が高かった。 
具体的には、「競争激化により単価が下落す

している」（自動車運送、静岡県）、「公共事業の大幅減に加え、最近の談合問題も

多大な影響を与えている」（電気工事、大阪府）といった声や、「いまだデフレ基調

にある」（製材、北海道）との厳しい声が聞かれた。 
なお、いざなぎ景気超えの実感が持てない要因と

6善が進んでいない）を挙げた企業は28.4％（2,15 社）、「個人消費」（個人消費の

改善が進んでいない）は25.3％（1,922社）であった。 
現在、好調な企業業 一方で所得改善の遅れが個人

復の大きな妨げになっている、との指摘がある。しかし、多くの企業では従業員

の賃金改善以前に企業業績の改善が進んでいないことが最も大きな問題と捉えてい

ることが明らかとなった。 

 
競争激化

作権法の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複製および無断引用を固く禁じます。 

 
 
 
 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

企業業績

　 所得

個人消費

注1：「分からない」は4.2％（321社）

注2：母数は、いざなぎ景気超えの「実感がない」と回答した7,584社

（％）

（42.0％、3,185社）

（28.4％、2,156社）

（25.3％、1,922社）

ない要因について

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

企業業績の改善が進んでいない理由（複数回答）

仕入れ価格の上昇

公共投資の減少

デフレの継続

借り入れ負担の増加

人件費の増加

談合問題の表面化

過剰債務解消の遅れ

過剰人員解消の遅れ

過剰設備解消の遅れ

（73.1％、2,327社）
（50.2％、1,598社）

（36.7％、1,168社）

（26.9％、857社）

（12.5％、398社）

（12.4％、396社）

（8.9％、283社）

（7.6％、242社）

（3.9％、125社）

（1.8％、58社）

注1：「その他」は7.1％（227社）
注2：母数は、「企業業績の改善が進んでいない」と回答した3,185社

（％）


